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（証券コード　6967）
平成 29 年 6 月 7 日

株 主 各 位
長野県長野市小島田町80番地

代表取締役社長 清 水 満 晴
第82回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
さて、当社第82回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席ください

ますようご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面またはインターネット等によって議決権を行使することが

できますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、後述のご案内に従っ
て平成29年6月26日（月曜日）午後5時15分までに議決権を行使くださいますようお願い申しあげま
す。

敬　具
記

⒈ 日 時 平成29年6月27日（火曜日）午前10時
（受付開始は午前9時を予定しております。）

⒉ 場 所 長野県長野市栗田711番地
当社栗田総合センター（多目的ホール）
（末尾の「会場ご案内図」をご参照ください。）

⒊　会議の目的事項
報 告 事 項 ⒈　第82期(平成28年4月1日から平成29年3月31日まで)事業報告、連結計算書類

ならびに会計監査人および監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
⒉　第82期(平成28年4月1日から平成29年3月31日まで)計算書類報告の件

決 議 事 項
第1号議案 剰余金の処分の件
第2号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）５名選任の件
第3号議案 役員賞与支給の件

－ 1 －

株主各位
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⒋　議決権の行使に関する事項
⑴　書面とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる議決

権行使の内容を有効として取り扱わせていただきますのでご了承ください。
⑵　インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内容を有

効とさせていただきます。また、パソコン、スマートフォンと携帯電話で重複して議決権を行
使された場合も、最後に行使された内容を有効とさせていただきます。

⑶　上記のほか、議決権の行使に関する事項は３頁から４頁をご参照ください。
以　上

◎　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申しあげます。

◎　次の事項につきましては、法令および定款第17条の規定に基づき､インターネット上の当社ウェブ
サイト（http://www.shinko.co.jp）に掲載しておりますので、本招集ご通知の添付書類には記
載しておりません。

①　連結計算書類の連結注記表
②　計算書類の個別注記表

◎　株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書類に修正が生じた場合は、インタ
ーネット上の当社ウェブサイト（http://www.shinko.co.jp）に掲載させていただきます。

－ 2 －

株主各位
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◎議決権行使のご案内
株主総会における議決権は、以下の方法によりご行使いただくことができます。

⒈　株主総会にご出席される場合
同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。
日　　時 平成29年6月27日（火曜日）午前10時

（受付開始は午前9時を予定しております。）

場　　所 当社栗田総合センター（多目的ホール）
（末尾の「会場ご案内図」をご参照ください。）

⒉　書面（郵送）で議決権を行使される場合
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、切手を貼らず
にご投函ください。
行使期限 平成29年6月26日（月曜日）午後5時15分到着分まで

⒊　インターネットで議決権を行使される場合
当社指定の議決権行使サイト（http://www.evote.jp/）にアクセスし、同
封の議決権行使書用紙に記載された「ログインID」および「仮パスワード」
をご利用いただき、画面の案内に従って賛否をご入力ください。
行使期限 平成29年6月26日（月曜日）午後5時15分まで

詳細は次頁をご参照ください。

＜議決権電子行使プラットフォームについて＞
管理信託銀行等の名義株主様（常任代理人を含みます）につきましては、事前のご利用申し込

みにより、株式会社ＩＣＪが運営する議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが
できます。

－ 3 －

議決権行使のご案内
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◎インターネットによる議決権行使のお手続きについて
⒈　議決権行使サイトについて

⑴　インターネットによる議決権行使は、パソコン、スマートフォンまたは携帯電話（ｉモード、
EZweb、Yahoo!ケータイ）から、当社の指定する議決権行使サイト（http://www.evote.jp/）に
アクセスしていただくことによってのみ実施可能です。（ただし、毎日午前２時から午前５時まで
は取り扱いを休止します。）
※「ｉモード」は株式会社NTTドコモ、「EZweb」はKDDI株式会社、「Yahoo!」は米国Yahoo! 

Inc.の商標または登録商標です。
⑵　パソコンまたはスマートフォンによる議決権行使は、インターネット接続にファイアーウォール等

を使用されている場合、アンチウイルスソフトを設定されている場合、proxyサーバーをご利用の場
合、TLS暗号化通信を指定されていない場合等、株主様のインターネット利用環境によっては、ご利
用できない場合もございます。

⑶　携帯電話による議決権行使は、ｉモード、EZweb、Yahoo!ケータイのいずれかのサービスをご利
用ください。また、セキュリティ確保のため、TLS暗号化通信および携帯電話情報の送信が不可能な
機種には対応しておりません。

⒉　インターネットによる議決権行使方法について
⑴　株主様以外の第三者による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容の改ざんを防止するた

め、ご利用の株主様には、議決権行使サイト上で「仮パスワード」の変更をお願いすることになり
ますのでご了承ください。

⑵　株主総会の招集の都度、新しい「ログインID」および「仮パスワード」をご通知いたします。

⒊　議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用について
議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金等）は、株主様の

ご負担となります。

システム等に関する
お問い合わせ

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部（ヘルプデスク）
電話0120-173-027（受付時間 午前9時～午後9時 通話料無料）

－ 4 －

議決権行使のご案内
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［添付書類］
事 業 報 告
(平成28年　4月　1日から
平成29年　3月31日まで)

⒈　企業集団の現況に関する事項
⑴　事業の経過およびその成果

当連結会計年度の経済環境は、日本におきましては、期前半に円高・ドル安の進展の影響を
受けたものの、世界経済の持ち直しなどを背景に輸出が増加し、企業収益および雇用・所得環境
は底堅く推移するなど、景気は緩やかな回復基調が継続しました。

海外におきましては、米国では、堅調な雇用情勢、個人消費等を背景に景気拡大が継続し、
欧州経済は底堅い成長が続きました。中国においては、政府の経済対策を下支えに成長を維持し、
新興国では景気持ち直しの動きがみられました。

半導体業界につきましては、クラウドサービスの浸透などにより、メモリー需要がサーバー
向けをはじめとして伸長するとともに、エレクトロニクス化がさらに進展する自動車向けが拡大
した一方で、主要市場における需要一巡等によるスマートフォンの成長鈍化や、パソコン市場の
低迷継続等の影響を受けました。

このような環境下にあって、当社グループにおきましては、成長市場向けに重点的に経営資源
を投下し、新製品の市場投入および生産体制強化に注力するとともに、厳しい事業環境に対処
すべく、積極的な販売活動を展開することにより受注確保に努め、あわせて生産性向上の取り
組みを強化いたしました。

それらの結果、ハイエンドスマートフォンおよび自動車等向けのＩＣ組立、メモリー向け
プラスチックＢＧＡ（ボール・グリッド・アレイ）基板の需要が拡大し、スマートフォン等向け
にリードフレームの売上が増加した一方で、フリップチップタイプパッケージはパソコン市場
向けが低調に推移するなど、厳しい状況が継続しました。これらにより、当連結会計年度の
売上高は1,398億90百万円（対前連結会計年度比2.5％減）となりました。

収益面につきましては、フリップチップタイプパッケージの減収ならびに為替相場が円高傾向
で推移したことなどの影響を受け、経常利益は34億68百万円（対前連結会計年度比65.8％減）、
親会社株主に帰属する当期純利益は30億7百万円（同13.5％減）となりました。

－ 5 －

事業の経過およびその成果
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部門別の概況は次のとおりであります。

〔ＩＣリードフレーム部門〕
プレスリードフレームは、エレクトロニクス化が進む自動車向けの受注は底堅く推移した

ものの、在庫調整等の影響を受け、減収となりました。エッチングリードフレームは、ＱＦＮ
（クワッド・フラット・ノンリード）タイプがスマートフォン等向けの旺盛な需要のもと生産
体制を強化したことなどにより、売上が増加しました。この結果、当部門の売上高は295億49百
万円（対前連結会計年度比0.3％増）となりました。

〔ＩＣパッケージ部門〕
アセンブリ事業においては、ハイエンドスマートフォン向けにＩＣ組立の売上が大きく増加し、

自動車向けのＩＣ組立も好調に推移しました。プラスチックＢＧＡ基板は、スマートフォン等の
メモリー向けや自動車向けに売上が増加した一方で、フリップチップタイプパッケージおよび
ヒートスプレッダーは、パソコン市場の需要減少等を背景とする競争激化や円高・ドル安の影響
を受け、減収となりました。この結果、当部門の売上高は855億35百万円（対前連結会計年度比
3.3％減）となりました。

〔気密部品部門〕
センサー用ガラス端子は、自動車向けの需要が低調のまま推移しましたが、光素子用ガラス

端子は、光学機器向けに売上が増加しました。半導体製造装置向けセラミック静電チャックは、
在庫調整ならびに円高・ドル安の影響を受けましたが、期後半にかけて受注が大きく増加しまし
た。この結果、当部門の売上高は235億75百万円（対前連結会計年度比4.9％減）となりました。

部門別売上高

部 門
売 上 高

金 額 構 成 比
百万円 ％

Ｉ Ｃ リ ー ド フ レ ー ム 29,549 21.1
Ｉ Ｃ パ ッ ケ ー ジ 85,535 61.1
気 密 部 品 23,575 16.9
そ の 他 1,230 0.9

合 計 139,890 100.0

－ 6 －

事業の経過およびその成果
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⑵　対処すべき課題
今後の経済環境は、米国経済は、雇用・所得環境が好調を維持するなど、引き続き堅調に推移

し、欧州においては、緩やかな景気の拡大が続き、また、中国経済は、減速懸念は払拭されない
ものの、公共投資等を背景に景気の持ち直しも見込まれます。国内においては、個人消費が
底堅く推移するなど、景気の回復局面が続くことが想定される一方、為替相場の変動による影響
等も懸念され、不透明な状況が続くものと思われます。

半導体業界におきましては、自動運転技術の進展等を背景にエレクトロニクス化がさらに進む
自動車向けや、今後、急速に拡大することが見込まれるIoT関連市場向けなど、さまざまな分野
において半導体需要の増加が想定される一方、これら成長分野においては企業間の競争が一層
激化することが見込まれます。また、パソコン市場向けは引き続き低調に推移し、スマート
フォン市場は成長鈍化が継続するとともに、製品の世代交代等に伴い需要が大きく変化するなど、
今後、厳しい事業環境が続くものと想定されます。

このような環境下にあって、当社グループにおきましては、自動車、先端メモリー、半導体
製造装置関連をはじめ、今後、成長が見込まれる市場向けに引き続き重点的に経営資源を投下し、
生産体制の強化をはかるなど、販売拡大に努めてまいります。その一環として、半導体製造装置
向けセラミック静電チャックの旺盛な需要に対応すべく、新井工場（新潟県妙高市）に建設いた
しました新工場の速やかな整備・稼働を推進してまいります。加えて、当社の半導体実装技術を
もとに新たな事業領域を創出すべく、マーケティングおよび新商品開発体制を一層強化し、市場
の成長・拡大を当社の成長に結びつけるべく注力してまいります。

また、当社が主力としてまいりましたパソコン向けやスマートフォン向けにつきましては、
生産体制の合理化・効率化をさらに推進するとともに、これまで培ってきた技術および製品を
成長分野・高付加価値分野に応用・展開することに注力するなど、収益確保に努めてまいります。

当社グループは、熾烈な競争が繰り広げられる半導体市場にあって、ものづくり、技術、
サービスで常に先行し、市場・環境の変化に即応できる強靭な企業体質の構築をはかり、「限り
なき発展」を果たしてまいる所存であります。

⑶　設備投資および資金調達の状況
当連結会計年度中の設備投資の総額は209億73百万円となりました。これは、ＩＣパッケージ

部門において、フリップチップタイプパッケージの新製品およびメモリー向けプラスチック
ＢＧＡ基板の量産体制整備や、気密部品部門において、新井工場（新潟県妙高市）新工場建設を
はじめ、半導体製造装置向けセラミック静電チャックの生産体制強化のための設備投資を行うと
ともに、ＩＣリードフレーム部門において、ＱＦＮタイプリードフレーム等の増産投資を行った
ほか、全部門にわたって合理化・省力化を目的とした投資を行ったものです。

なお、上記設備投資に必要な資金は、自己資金をもって充当しております。

－ 7 －

対処すべき課題、設備投資および資金調達の状況
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⑷　財産および損益の状況の推移
①　企業集団の財産および損益の状況の推移

年　度

区　分

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

第　79　期
(平成26年3月)

第　80　期
(平成27年3月)

第　81　期
(平成28年3月)

第　82　期
〔当連結会計年度〕
(平成29年3月)

売 上 高（百万円） 140,412 142,815 143,453 139,890
経 常 利 益（百万円） 14,501 8,973 10,135 3,468
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益（百万円） 9,309 6,442 3,476 3,007

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 68円91銭 47円69銭 25円74銭 22円26銭
総 資 産（百万円） 176,651 181,903 180,886 180,339
純 資 産（百万円） 133,536 136,407 131,834 133,435

（注）１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。

②　当社の財産および損益の状況の推移

年　度

区　分

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

第　79　期
(平成26年3月)

第　80　期
(平成27年3月)

第　81　期
(平成28年3月)

第　82　期
〔当事業年度〕
(平成29年3月)

受 注 高（百万円） 131,339 134,077 134,555 135,356
売 上 高（百万円） 132,302 133,898 134,960 132,504
経 常 利 益（百万円） 13,280 7,717 9,319 3,247
当 期 純 利 益（百万円） 8,435 5,497 2,958 3,173
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 62円45銭 40円70銭 21円90銭 23円49銭
総 資 産（百万円） 173,820 179,343 176,677 175,578
純 資 産（百万円） 135,408 139,052 138,201 137,997

（注）１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。

－ 8 －

財産および損益の状況の推移
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⑸　重要な親会社および子会社の状況
①　親会社の状況

会 社 名 資 本 金
親 会 社 が
有 す る 当 社
の 株 式 数

議 決 権 比 率 事 業 内 容

百万円 千株 ％ ソフトウェア、情報処理分野および
通信分野の製品の開発、製造および
販売ならびにサービスの提供

富 士 通 株 式 会 社 324,625 67,587 50.03

（注）当社と親会社との間の主な取引は、親会社への当社製品の販売であります。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当 社 の
議 決 権 比 率 事 業 内 容

千マレーシア
リンギット

％

SHINKO ELECTRONICS 
(MALAYSIA) SDN. BHD.

68,000 100 リードフレームの製造・販売

百万ウォン
KOREA SHINKO 
MICROELECTRONICS CO., LTD.

11,900 100 ガラス端子等の製造・販売

千米ドル
SHINKO ELECTRIC AMERICA, INC. 7,500 100 半導体パッケージの販売

⑹　主要な事業内容
当社グループは、半導体パッケージの製造・販売を主な事業としており、各部門の主要な製品

は次のとおりであります。
部 門 主 要 製 品

Ｉ Ｃ リ ー ド フ レ ー ム 半導体用リードフレーム

Ｉ Ｃ パ ッ ケ ー ジ プラスチック・ラミネート・パッケージ、ＩＣの組立、ヒートスプレッダー

気 密 部 品 半導体用ガラス端子、セラミック静電チャック

－ 9 －

重要な親会社および子会社の状況、主要な事業内容
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⑺　主要な事業所
①　当社

本 社 長野県長野市小島田町80番地

工 場 等 更北（長野市）、若穂（長野市）、高丘（長野県中野市）、新井（新潟県妙高市）、
京ヶ瀬（新潟県阿賀野市）、新光開発センター（長野市）、栗田総合センター（長野市）

営 業 所 等 東京（渋谷区）、大阪（淀川区）、仙台（仙台市）、長野（長野市）、
名古屋（名古屋市）、大分（大分市）、福岡（福岡市）、マニラ（フィリピン共和国）

②　子会社

国 内 新光パーツ株式会社（長野市）
新光テクノサーブ株式会社（長野市）

海 外

SHINKO ELECTRONICS (MALAYSIA) SDN. BHD.（マレーシア）
KOREA SHINKO MICROELECTRONICS CO., LTD.（大韓民国）
SHINKO ELECTRIC INDUSTRIES (WUXI) CO., LTD.（中華人民共和国）
SHINKO ELECTRIC AMERICA, INC.（アメリカ合衆国）
KOREA SHINKO TRADING CO., LTD.（大韓民国）
TAIWAN SHINKO ELECTRONICS CO., LTD.（台湾）
SHANGHAI SHINKO TRADING LTD.（中華人民共和国）
SHINKO ELECTRONICS (SINGAPORE) PTE. LTD.（シンガポール共和国）

⑻　従業員の状況
①　企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

4,848名 32名減

②　当社の従業員の状況
従 業 員 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

4,037名 33名減 44.8歳 22.9年

－ 10 －

主要な事業所、従業員の状況
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⒉　会社の株式に関する事項
⑴　発行可能株式総数 540,000,000株
⑵　発行済株式の総数 135,171,942株（自己株式81,793株を含む）
⑶　資　本　金 24,223,020,480円
⑷　株　主　数 14,438名（対前事業年度末比994名減）
⑸　大　株　主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
千株 ％

富士通株式会社 67,587 50.03

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 2,796 2.07

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 2,558 1.89

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 2,376 1.76

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口９) 1,837 1.36

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505103 1,837 1.36

株式会社八十二銀行 1,836 1.36

CBNY DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO 1,782 1.32

CBNY-GOVERNMENT OF NORWAY 1,541 1.14

THE BANK OF NEW YORK 133522 1,504 1.11
（注）持株比率は、自己株式を控除して計算しております。

－ 11 －

会社の株式に関する事項
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⒊　会社役員に関する事項
⑴　取締役の氏名等
地 位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役会長 豊 木 則 行
代表取締役社長 清 水 満 晴 執行役員社長

取 締 役 依 田 稔 久 専務執行役員
システム・生産技術・リードフレーム事業部門担当

取 締 役 小 平 正 司 常務執行役員
開発部門担当、コンポーネント事業部長

取 締 役 長谷部　　　浩 上席執行役員
経理本部長

取 締 役
常勤監査等委員 小 川 喜 彦

取 締 役
監 査 等 委 員 北 澤 光 二 北澤公認会計士事務所

公認会計士・税理士
取 締 役
監 査 等 委 員 佐 伯 里 歌 モリソン・フォースター外国法事務弁護士事務所 オブ・カウンセル

米国イリノイ州弁護士・第二東京弁護士会外国特別会員
（注）⒈　当社は平成28年6月28日開催の第81回定時株主総会の決議に基づき、同日付で監査等委員会設置会社に移行してお

ります。
⒉　監査等委員である取締役 北澤光二および佐伯里歌は、社外取締役であります。また、当社は両氏を東京証券取引所

の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
⒊　監査等委員である取締役 北澤光二は、公認会計士および税理士としての専門的な知識と豊富な経験を有しており、

財務および会計に関する相当程度の知見を有するものであります。
⒋　監査等委員会による監査等の実効性を高めるため、重要な会議への出席および取締役・執行役員等からの業務執行状

況の聴取などを通じた情報収集ならびに内部監査部門等との連携を強化すべく、小川喜彦を常勤の監査等委員として
選定しております。

⒌　監査等委員である取締役 佐伯里歌の戸籍上の氏名は、牧野里歌であります。
⒍　平成28年6月28日開催の第81回定時株主総会終結の時をもって、取締役 浅野義博、高柳秀則および藤本　明ならび

に監査役 小川喜彦、北澤光二および安井三也は任期満了により、それぞれ退任いたしました。
⒎　平成28年6月28日開催の第81回定時株主総会において、新たに取締役（監査等委員である取締役を除く）に小平正司

が選任され、また、監査等委員である取締役に小川喜彦、北澤光二および佐伯里歌が選任され、それぞれ就任いたし
ました。

⑵　責任限定契約の内容の概要
当社は、定款第28条において、取締役（業務執行取締役等を除く）との間で当社に対する損害

賠償責任を限定する契約を締結できる旨を定めております。これに基づき、当社は監査等委員で
ある取締役 小川喜彦、北澤光二および佐伯里歌の３氏と当該責任限定契約を締結しており、当該
契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令の定める最低責任限度額としております。

－ 12 －

会社役員に関する事項
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⑶　取締役および監査役の報酬等の額
区 分 支 給 人 員 支 給 額

取締役（監査等委員である取締役を除く） 8名 291百万円

監査等委員である取締役
（うち社外取締役）

3名
（　2名）

29百万円
（　　6百万円）

監査役
（うち社外監査役）

3名
（　2名）

8百万円
（　　0百万円）

合 計 14名 330百万円
（注）⒈　上記支給人員および支給額には、平成28年6月28日開催の第81回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役３

名および監査役３名を含んでおります。
⒉　上記支給額には、第82回定時株主総会において決議予定の役員賞与を含めております。

⑷　社外役員に関する事項
①　取締役 監査等委員　北澤光二

イ．重要な兼職先と当社との関係
北澤公認会計士事務所と当社との間には特別の関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況
当事業年度中に開催した取締役会15回のうち15回出席し、また、監査役会１回のうち

１回、監査等委員会７回のうち７回出席し、議案審議等に必要な発言を適宜行っておりま
す。

②　取締役 監査等委員　佐伯里歌
イ．重要な兼職先と当社との関係

モリソン・フォースター外国法事務弁護士事務所と当社との間には特別の関係はありま
せん。

ロ．当事業年度における主な活動状況
当事業年度の在任期間中に開催した取締役会10回のうち10回出席し、また、監査等委

員会７回のうち７回出席し、議案審議等に必要な発言を適宜行っております。

－ 13 －

会社役員に関する事項
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⒋　会計監査人の状況
⑴　会計監査人の名称　　　　新日本有限責任監査法人

⑵　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
支 払 額

①　当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 49百万円
②　当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利

益の合計額 49百万円

　(注)　⒈　当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額
を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載
しております。

⒉　監査等委員会は、取締役、社内関係部署および会計監査人からの資料入手や報告をもとに前事業年度の職務執行状況
ならびに新事業年度の監査計画の内容および報酬見積もりの算出根拠等を検討した結果、会計監査人の報酬等につ
き、適切であると認め、会社法第399条第１項の同意を行っております。

⒊　当社の重要な子会社のうち、SHINKO ELECTRONICS (MALAYSIA) SDN. BHD.およびKOREA SHINKO 
MICROELECTRONICS CO., LTD.は、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けております。

⑶　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められる場合、監査等委員

全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。
また、上記の場合のほか、会計監査人の適格性、独立性および専門性を害する事由の発生によ

り適正な監査の遂行が困難であると認められる場合その他監査等委員会が解任または不再任が相
当と認める事由が発生した場合、監査等委員会は、株主総会に提出する会計監査人の解任または
不再任の議案内容を決定いたします。

－ 14 －

会計監査人の状況
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⑷　会計監査人が過去２年間に受けた業務の停止の処分に係る事項
金融庁が平成27年12月22日付で発表した業務停止処分の内容

①　処分対象
新日本有限責任監査法人

②　処分内容
契約の新規の締結に関する業務の停止　３か月
（平成28年1月1日から同年3月31日まで）

③　処分理由
・他社の財務書類の監査において、上記監査法人の公認会計士が、相当の注意を怠り、重

大な虚偽のある財務書類を重大な虚偽のないものとして証明したこと。
・同監査法人の運営が著しく不当と認められたこと。

－ 15 －

会計監査人の状況
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⒌　業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況
当社は、取締役会において、上記体制につき次のとおり決議いたしております。

⑴　取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
①　取締役は、取締役および社員が良識ある社会人・企業人として行動し、当社グループが社会

において必要とされる企業であり続けるべく、当社グループの存在意義、大切にすべき価値観、
ならびに取締役および社員が実践すべき行動指針、守るべき行動規範を示した「SHINKO 
Way」の周知徹底ならびに継続的な教育を実施するなど、コンプライアンス違反を未然に防止
する体制の構築を推進する。

②　取締役会は、「取締役会規則」に基づき、経営方針、法令・定款で定められた事項および経
営に関する重要事項の決定ならびに取締役および執行役員の職務執行の監督を行い、監査等委
員会は、「監査等委員会規則」および監査方針・監査等基準に基づき、取締役の職務執行状況
を監査する。

③　取締役は、事業活動に係る法規制等をふまえ、それらの遵守のために必要な社内規程、教育、
監視体制の整備を行い、当社グループ全体のコンプライアンスを推進する。

④　法令、定款、社内規程および企業倫理等に関するコンプライアンスについて通報相談を受け
付ける内部通報制度を設けるとともに、内部監査部門は、各業務が適切かつ効率的に実施され
ることを確認するため、「内部監査規程」に基づき、内部監査を実施する。

⑵　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
①　取締役は、株主総会、取締役会等の重要会議の議事録、稟議書、その他の職務の執行に係る

情報・文書について、「文書管理規程」等の社内規程の定めるところに従い、適切に保存し、
かつ管理する。

②　取締役は、職務の執行状況を確認するため、上記①に定める文書を常時閲覧することができ
るものとする。

－ 16 －

業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況
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⑶　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①　取締役は、当社グループの事業継続、企業価値の向上、企業活動の持続的発展を実現するこ

とを目標とし、これを阻害するおそれのあるリスクに対処するため、適切なリスク管理体制を
整備する。

②　取締役は、当社グループに損失を与えうるリスクを常に評価・検証し、重要なものについて
は取締役会に報告する。

③　事業遂行上想定されるリスクについて未然防止対策の策定ならびにリスクの極小化に向けた
活動を行う。また、リスク発生時の対応体制を明確化し、発生したリスクについて迅速な対応
を行い、損失の最小化に努めるとともに、再発防止に向けた活動を行う。

⑷　取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制
①　当社は、経営の意思決定機能・管理監督機能と業務執行機能を分離し、意思決定の迅速化と

監督機能の強化ならびに権限・責任の明確化による機動的な業務執行体制の構築をはかってい
る。

②　取締役会は、中期計画ならびに年度予算等を決定し、経営方針および経営目標の周知徹底を
行うとともに、各部門において達成すべき目標を明確化する。

③　当社は、「取締役会規則」に基づき、定時取締役会を毎月１回開催するほか、臨時取締役会
を必要に応じて随時開催する。さらに、「会議規程」に基づき、取締役および執行役員をもっ
て構成する執行役員会議を毎月開催し、各部門における目標の達成状況について進捗管理を行
うとともに、経営全般にわたる審議・報告を行う。

④　取締役は、「取締役会規則」、「職務権限規程」、「稟議規程」、「事務章程」等において、
意思決定の手続、各部門の職務分掌および執行の手続・権限について定めるなど、取締役の職
務の執行が適正かつ効率的に行われるべく体制を整備する。

－ 17 －
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⑸　当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
①　当社は、グループ会社に対し、当社グループの企業価値の持続的向上を目的に、「SHINKO 

Way」を基本として、上記⑴～⑷に定めるグループとしての適法・適正かつ効率的な業務遂行
体制の整備に関する管理・指導・支援を行う。

②　上記①を具体化し、グループ会社の健全な発展と自主性の確立をはかるべく、「関係会社管
理規程」に基づき、所管部門が管理・指導・支援を主導し、また、重要事項に関する報告・承
認等を通じて、グループ会社の意思決定、業務執行を管理・監督する。

③　当社およびグループ会社の取締役は、当社グループの経営方針、経営目標達成に向けた課題
の確認等を行う。

④　内部監査部門は、「内部監査規程」に基づき、グループ会社の監査を実施する。

⑹　監査等委員会の職務を補助すべき取締役および使用人、当該取締役および使用人の他の取締役
（監査等委員である取締役を除く）からの独立性、監査等委員会の当該取締役および使用人に
対する指示の実効性に関する事項

①　当社は、監査等委員会の職務を補助する社員を置くものとし、当該社員は監査等委員会の指
揮命令に従うものとする。

②　取締役は、当該社員の独立性を確保するため、その社員の任命、異動および報酬等人事に関
する事項については、監査等委員会の同意を得るものとする。

⑺　取締役および使用人が監査等委員会に報告するための体制
①　当社およびグループ会社の取締役は、監査等委員に重要な会議への出席の機会を提供する。
②　当社およびグループ会社の取締役および社員は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事

実および不正の行為または法令・定款に違反する重大な事実を認識した場合、直ちに監査等委
員会に報告する。

③　当社およびグループ会社の取締役および社員は、監査等委員会の求めに応じ、定期的に、ま
た随時に、その職務執行状況を報告する。

④　当社およびグループ会社の取締役は、上記②または③の報告をしたことを理由として取締役
および社員を不利に取り扱ってはならない。

－ 18 －
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⑻　その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①　当社およびグループ会社の取締役は、定期的に監査等委員会と情報交換を行う。
②　監査等委員の職務の執行に必要な費用または債務は当社が負担し、会社法に基づく費用の前

払い等の請求があった場合はこれに応じる。
③　内部監査部門は、内部監査の計画および結果について、定期的に、また随時に、監査等委員

会に報告する。
④　内部監査部門は、監査等委員会から上記③の報告に対して追加の監査や調査等の指示を受け

た場合、優先して対応をはかるものとする。
⑤　取締役は、内部監査部門の長の任命、異動および報酬等人事に関する事項については、監査

等委員会の同意を得るものとする。

上記体制の運用状況の概要は次のとおりであります。
なお、当社は平成28年6月28日付で監査等委員会設置会社に移行しており、次の「内部監査の実

施状況」および「監査等委員会への報告体制の状況」につきましては、移行後の運用状況の概要を
記載しておりますが、移行前においても、監査役に関して同様の体制を整備・運用しております。

〔コンプライアンスに関する取り組み〕
当社グループは、「SHINKO Way」の浸透ならびに定着をはかるべく継続的な活動を推進し

ており、「コンプライアンス規程」等に基づき、コンプライアンス遵守体制を構築・運用すると
ともに、各種ガイドラインを定めるなど、コンプライアンスの徹底をはかっております。また、
業務上関わりの深い法律分野を中心とするコンプライアンス教育を定期的に実施するとともに、
コンプライアンス違反行為に関する通報相談窓口を設置し、携帯用カードの配布、ポスター掲示
等により全社員に周知しております。

〔リスク管理に関する取り組み〕
当社グループにおいては、「リスク管理規程」に基づき、「リスク管理ガイドライン」を定め、

各部門およびグループ会社単位でのリスク管理責任者を選任するなど、適切なリスク管理体制を
構築・運用しております。また、潜在リスク調査を年１回実施し、グループに影響を及ぼすリス
クについての適切な把握および対応に努めております。

－ 19 －
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〔取締役の職務執行の状況〕
当社は、定時取締役会を毎月１回開催するほか、臨時取締役会を必要に応じて随時開催してお

ります。当事業年度中は15回の取締役会を開催し、法令・定款で定められた事項および「取締役
会規則」において定められた事項の決定ならびに取締役・執行役員の職務執行の監督を行ってお
ります。

〔グループ会社経営管理の状況〕
グループ会社は、当社グループの経営方針ならびに「関係会社管理規程」に基づき、経営目標

を定め、また、当社に対し重要事項を報告し、必要な事項については承認を得ております。当社
担当役員および所管部門は、グループ会社の経営目標について進捗確認を行い、また、報告事項・
承認事項の確認等を通じてグループ会社の意思決定、業務執行を管理・監督し、必要な指導・支
援を行っております。

〔内部監査の実施状況〕
当社の内部監査部門である監査室は、各業務が適切かつ効率的に実施されることを確認するた

め、「内部監査規程」に基づき、当社各部門およびグループ会社に対して内部監査を実施してお
ります。また、監査室から監査等委員会に対し、内部監査の計画およびその結果を報告するなど、
随時、監査等委員会と情報交換や意見交換を行い、監査等委員会の監査が実効的に行われるよう
連携・協力しております。

〔監査等委員会への報告体制の状況〕
当社は、監査等委員が取締役会および執行役員会議等の重要な会議へ出席すること、取締役・

執行役員との面談を行うこと等の機会を設けており、監査等委員会は、これら重要会議への出席
や面談等を通じ、業務執行状況の報告を受けております。なお、当社は、監査等委員会の職務を
補助する組織として監査等委員会室を設置しております。

◎ 以上のご報告は、次により記載されております。
⒈　百万、千単位の記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。
⒉　千株単位の株式数は、千株未満を切り捨てて表示しております。
⒊　特に記載のない限り、平成29年3月31日現在の状況を記載しております。

－ 20 －
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成29年3月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 　 産 　 の 　 部 ）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
退 職 給 付 に 係 る 資 産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

101,273
48,328
35,981
2,465
6,744
2,605
1,418
3,740

△9
79,066
72,633
29,797
26,878
2,243
6,567
7,147
1,197
5,235

46
431

4,424
354

△20

（ 負 　 債 　 の 　 部 ）
流 動 負 債 34,154

買 掛 金 19,514
短 期 借 入 金 600
未 払 金 5,548
未 払 法 人 税 等 241
未 払 費 用 7,349
そ の 他 900

固 定 負 債 12,749
退 職 給 付 に 係 る 負 債 12,219
そ の 他 529
負 債 合 計 46,904
（ 純  資  産  の  部 ）

株 主 資 本 143,822
資 本 金 24,223
資 本 剰 余 金 24,129
利 益 剰 余 金 95,562
自 己 株 式 △92

その他の包括利益累計額 △10,387
その他有価証券評価差額金 1
為 替 換 算 調 整 勘 定 △1,776
退職給付に係る調整累計額 △8,611
純 資 産 合 計 133,435

資 産 合 計 180,339 負 債 純 資 産 合 計 180,339

－ 21 －

連結貸借対照表
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連 結 損 益 計 算 書
(平成28年　4月　1日から
平成29年　3月31日まで)

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 139,890

売 上 原 価 124,222

売 上 総 利 益 15,668

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 12,399

営 業 利 益 3,268

営 業 外 収 益

受 取 利 息 259

雑 収 入 379 638

営 業 外 費 用

支 払 利 息 2

雑 支 出 435 438

経 常 利 益 3,468

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 434

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 3,034

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 491

法 人 税 等 調 整 額 △464

当 期 純 利 益 3,007

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 3,007

－ 22 －

連結損益計算書
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連結株主資本等変動計算書
(平成28年　4月　1日から
平成29年　3月31日まで)

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計
当 期 首 残 高 24,223 24,129 95,932 △92 144,192
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △3,377 △3,377
親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益 3,007 3,007

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － △370 △0 △370
当 期 末 残 高 24,223 24,129 95,562 △92 143,822

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純 資 産 合 計その他有価証

券評価差額金
為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 0 △1,698 △10,660 △12,358 131,834
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △3,377
親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益 3,007

自 己 株 式 の 取 得 △0
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 0 △78 2,048 1,971 1,971

当 期 変 動 額 合 計 0 △78 2,048 1,971 1,601
当 期 末 残 高 1 △1,776 △8,611 △10,387 133,435

－ 23 －

連結株主資本等変動計算書
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貸 借 対 照 表
（平成29年3月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 　 産 　 の 　 部 ）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
未 収 入 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機 械 及 び 装 置
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

91,751
40,280

209
35,506
1,976
6,506
2,336
2,488
1,371
1,075

△1
83,826
69,972
28,732
26,021
1,983
6,294
6,940
1,196

12,657
40

7,112
167
610

4,747
△20

（ 負 　 債 　 の 　 部 ）
流 動 負 債 33,220

買 掛 金 19,174
短 期 借 入 金 600
未 払 金 5,535
未 払 法 人 税 等 156
未 払 費 用 6,895
そ の 他 858

固 定 負 債 4,360
退 職 給 付 引 当 金 4,041
そ の 他 318
負 債 合 計 37,580
（ 純  資  産  の  部 ）

株 主 資 本 137,996
資 本 金 24,223
資 本 剰 余 金 24,129
資 本 準 備 金 6,055
そ の 他 資 本 剰 余 金 18,073

利 益 剰 余 金 89,736
そ の 他 利 益 剰 余 金 89,736
別 途 積 立 金 67,126
繰 越 利 益 剰 余 金 22,609

自 己 株 式 △92
評 価 ・ 換 算 差 額 等 1
その他有価証券評価差額金 1
純 資 産 合 計 137,997

資 産 合 計 175,578 負 債 純 資 産 合 計 175,578

－ 24 －

貸借対照表
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損 益 計 算 書
(平成28年　4月　1日から
平成29年　3月31日まで)

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 132,504

売 上 原 価 117,464

売 上 総 利 益 15,039

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 12,411

営 業 利 益 2,627

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 745

雑 収 入 527 1,272

営 業 外 費 用

支 払 利 息 2

雑 支 出 650 652

経 常 利 益 3,247

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 432

税 引 前 当 期 純 利 益 2,814

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 318

法 人 税 等 調 整 額 △676

当 期 純 利 益 3,173

－ 25 －

損益計算書
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株主資本等変動計算書
(平成28年　4月　1日から
平成29年　3月31日まで)

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資本準備金 そ の 他

資本剰余金
資本剰余金
合 計

その他利益剰余金 利益剰余金
合 計別 途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 24,223 6,055 18,073 24,129 67,126 22,814 89,940 △92 138,201
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △3,377 △3,377 △3,377
当 期 純 利 益 3,173 3,173 3,173
自己株式の取得 △0 △0
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － △204 △204 △0 △204
当 期 末 残 高 24,223 6,055 18,073 24,129 67,126 22,609 89,736 △92 137,996

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計その他有価証券評価差額金 評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 0 0 138,201
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △3,377
当 期 純 利 益 3,173
自己株式の取得 △0
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 0 0 0

当 期 変 動 額 合 計 0 0 △203
当 期 末 残 高 1 1 137,997

－ 26 －

株主資本等変動計算書
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連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成29年5月16日
新光電気工業株式会社

取締役会　御中
新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 鈴　木　真紀江 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 齋 田 　 毅 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、新光電気工業株式会社の平成28年4月1日か
ら平成29年3月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書
類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算
書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま
れる。
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する
意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に
準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかに
ついて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めてい
る。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施され
る。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリス
クの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するため
のものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案す
るために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者
が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として
の連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、新光電気工業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の
財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上

－ 27 －

連結計算書類に係る会計監査報告
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成29年5月16日
新光電気工業株式会社

取締役会　御中
新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 鈴　木　真紀江 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 齋 田 　 毅 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、新光電気工業株式会社の平成28年4月
1日から平成29年3月31日までの第82期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及
びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示
のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属
明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められ
る監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監
査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手
続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明
細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効
性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応
じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内
部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ
て行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含
まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべ
ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上

－ 28 －

計算書類に係る会計監査報告
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監査等委員会の監査報告
監　査　報　告　書

当監査等委員会は、平成28年4月1日から平成29年3月31日までの第82期事業年度における取締役の
職務の執行について監査いたしました。その方法および結果につき以下のとおり報告いたします。

⒈　監査の方法およびその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロおよびハに掲げる事項に関する取締役会

決議の内容ならびに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役お
よび使用人等からその構築および運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求
め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

①　監査等委員会が定めた監査等委員会監査等の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従
い、会社の内部監査部門その他内部統制所管部門と連携のうえ、重要な会議に出席し、取締役お
よび使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な
決裁書類等を閲覧し、本社および主要な事業所において業務および財産の状況を調査しました。
また、子会社については、子会社の取締役および監査役等と意思疎通および情報の交換を図り、
必要に応じて子会社に対し事業の報告を求め、その業務および財産の状況を調査しました。

②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視および検証する
とともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま
した。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社
計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企
業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告およびその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書および個別注記表）およびその附属明細書ならびに連結計
算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書および連結注記表）につい
て検討いたしました。

－ 29 －

監査等委員会の監査報告
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⒉　監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況を正しく示しているも
のと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な事実は認
められません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統
制システムに関する事業報告の記載内容および取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項
は認められません。

⑵　計算書類およびその附属明細書の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。

平成29年5月23日
新光電気工業株式会社　監査等委員会

常 勤 監 査 等 委 員 小 川 喜 彦 ㊞
監 査 等 委 員 北 澤 光 二 ㊞
監 査 等 委 員 佐 伯 里 歌 ㊞

（注）⒈　監査等委員 北澤光二および佐伯里歌は、会社法第２条第15号および第331条第６項に規定する社外取
締役であります。

⒉　監査等委員 佐伯里歌の戸籍上の氏名は、牧野里歌であります。

以　上

－ 30 －

監査等委員会の監査報告
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株主総会参考書類

第1号議案　剰余金の処分の件
剰余金の処分につきましては、当期の業績ならびに今後の事業展開等を勘案いたしまし

て、以下のとおりといたしたく存じます。

期末配当に関する事項
当社は、株主の皆様への利益還元を充実させていくことを経営の最重要施策の一つ

と考えており、当期の期末配当につきましては、財政状態・利益水準などをふまえ、
１株につき12円50銭とさせていただきたいと存じます。

この結果、平成28年12月5日に実施した12円50銭の中間配当金とあわせ、年間配
当金は１株につき25円となります。
⑴　配当財産の種類

金銭
⑵　配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき金12円50銭 総額1,688,626,863円
⑶　剰余金の配当が効力を生じる日

平成29年6月28日

－ 31 －

剰余金の処分の件
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第2号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く）５名選任の件
取締役（監査等委員である取締役を除く）全員（５名）は、本総会の終結の時をもって

任期満了となりますので、取締役（監査等委員である取締役を除く）５名の選任をお願い
いたしたいと存じます。

なお、本議案に関しましてあらかじめ監査等委員会において検討がなされた結果、特段
の異論はございませんでした。

取締役（監査等委員である取締役を除く）候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

１

とよ

豊
き

木
のり

則
ゆき

行
(昭和29年1月12日生)

昭和51年 4 月 富士通株式会社入社

9,100株

平成20年12月 同社エンタプライズサーバ事業本部長
平成21年 6 月 同社執行役員
平成22年 4 月 同社執行役員常務
平成26年 4 月 当社顧問
平成26年 6 月 取締役　副社長執行役員
平成28年 4 月 代表取締役会長　　　　　　　(現在に至る)

【候補者とした理由】
豊木則行氏は、富士通株式会社においてサーバ事業をはじめとするプロダクトビジネスの部門長

等を歴任するなど、事業運営に関する豊富な経験と実績を有しております。現在は当社代表取締役
会長として、取締役会の議長を務めるとともに経営全般を管掌しており、引き続き経営に関する重
要事項の決定および業務執行に対する監督を適切に実行することができると判断したため、選任を
お願いするものであります。

２

は

長
せ

谷
べ

部
 

　
ひろし

浩
(昭和35年2月25日生)

昭和58年11月 当社入社

41,200株
平成18年 6 月 経理本部長　兼　Ｊ－ＳＯＸ推進室長
平成19年 4 月 執行役員
平成20年12月 経理本部長　　　　　　　　　(現在に至る)
平成23年 6 月 取締役　上席執行役員　　　　(現在に至る)

【候補者とした理由】
長谷部浩氏は、当社において長年にわたり経理部門の業務に携わり、経理・財務等の経営管理お

よび経営企画に関する豊富な経験と実績を有しております。現在は経理本部長として業務執行を
担当するとともに、取締役として当社の経営を担っており、引き続き経営に関する重要事項の決定
および業務執行に対する監督を適切に実行することができると判断したため、選任をお願いするも
のであります。

－ 32 －

取締役（監査等委員である取締役を除く）５名選任の件
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

３

よ

依
だ

田
とし

稔
ひさ

久
(昭和33年1月3日生)

昭和57年 4 月 当社入社

8,800株

平成18年11月 第一ＰＬＰ事業部長
平成19年 4 月 執行役員
平成21年 4 月 ＰＬＰ事業部長
平成23年 6 月 取締役　上席執行役員
平成26年 6 月 取締役　専務執行役員　　　　(現在に至る)

【候補者とした理由】
依田稔久氏は、当社において長年にわたりＰＬＰ事業をはじめとする各事業部門の業務に携わ

り、生産体制の構築、事業部門の運営等において豊富な経験と実績を有しております。現在はシス
テム・生産技術・リードフレーム事業部門担当として各部門の業務執行を担当するとともに、取締
役として当社の経営を担っており、引き続き経営に関する重要事項の決定および業務執行に対する
監督を適切に実行することができると判断したため、選任をお願いするものであります。

４

こ

小
だいら

平
ただ

正
し

司
(昭和33年3月15日生)

昭和56年 4 月 当社入社

15,300株

平成17年 6 月 ＰＬＰ事業部長代理
平成19年 4 月 執行役員
平成25年 6 月 開発統括部長
平成28年 5 月 コンポーネント事業部長　　　(現在に至る)
平成28年 6 月 取締役　常務執行役員　　　　(現在に至る)

【候補者とした理由】
小平正司氏は、当社において長年にわたり各事業部門および開発部門の業務に携わり、技術開発

および事業部門の運営等において豊富な経験と実績を有しております。現在は開発部門担当、コン
ポーネント事業部長として各部門の業務執行を担当するとともに、取締役として当社の経営を担っ
ており、引き続き経営に関する重要事項の決定および業務執行に対する監督を適切に実行すること
ができると判断したため、選任をお願いするものであります。

－ 33 －

取締役（監査等委員である取締役を除く）５名選任の件
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

５

※
お

小
ざわ

澤
たか

隆
し

史
(昭和36年11月27日生)

昭和59年 4 月 富士通株式会社入社

1,100株

平成14年 6 月 当社入社
平成24年12月 アセンブリ事業部長代理
平成25年 6 月 アセンブリ事業部副事業部長
平成25年12月 執行役員

アセンブリ事業部長　　　　　(現在に至る)
平成28年 6 月 上席執行役員　　　　　　　　(現在に至る)

【候補者とした理由】
小澤隆史氏は、当社入社以来アセンブリ事業に携わり、現在はアセンブリ事業部長として同事業

の業務執行を担当し、新製品の開発・量産化、事業部門の運営等において豊富な経験と実績を有し
ていることから、経営に関する重要事項の決定および業務執行に対する監督を適切に実行すること
ができると判断したため、選任をお願いするものであります。

（注）⒈　※は、新任の候補者であります。
⒉　現在の当社取締役である各候補者の当社における地位および担当は、事業報告「⒊　会社役員に関する事項（1）取締

役の氏名等」に記載しております。

第3号議案　役員賞与支給の件
当期の業績等を勘案して、当期末時の取締役（監査等委員である取締役を除く）５名に

対し総額60,000,000円の役員賞与を支給することといたしたいと存じます。
なお、本議案に関しましてあらかじめ監査等委員会において検討がなされた結果、特段

の異論はございませんでした。

以　上

－ 34 －
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― メ モ ―

メモ
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株主総会会場ご案内図
会　場　長野県長野市栗田711番地

当社栗田総合センター（多目的ホール）
電話　026（226）1145

交　通　○タクシー／長野駅東口より８分
○徒　　歩／長野駅東口より25分
※お車でご来場の際には、係員の案内に従って駐車場をご利用ください。

Ｐ

▲至 善光寺
市役所前駅

長野市消防局
鶴賀消防署

至
Ｒ18

消防局前

長野信用金庫本店

長野商工会議所

南部小学校北

至

日本郵政グループ
長野ビル

オートバックス
長野店

中部森林管理局

栗田病院 当社栗田総合センター
（多目的ホール）

芹田小学校前
芹田小学校北

至

ＮＨＫ
長野放送局

ビッグハット

信州大学
工学部

長野赤十字病院 上千田

母袋

ホクト
文化ホール

栗田北中

ａｂｎ
長野朝日放送

（
東
通
り
）

長野県庁

▲

▲
▲

▲

長野赤十字病院前

至 

東京

▲至 上越市

千曲市
上田市

あ
ず
ま

南俣

上高田北

須坂長野東
ＩＣ

須坂市

至

Ｎ
善光
寺口長野駅

東口

Ｒ
18

Ｒ19（
中
央
通
り
）

東栗田
ビッグハット北

ＮＨＫ前

北市

地図




